
 

 

厚生年金基金実務基準 

 

 

 

 

 

 

 

平成９年３月 

[最終改定 平成２６年１１月] 

 

 

公益社団法人 日本年金数理人会 

 

厚生年金基金の新規設立が認められないこと及び解散・代行返上に伴う

厚生年金基金の減少を受け、以降の改定は行っておりません。 
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公益社団法人日本年金数理人会は、厚生年金基金の年金財政運営における年

金数理業務の重要性に鑑み、年金数理人の実務遂行に際しての基本的な算定方

法などを実務基準として制定する。 

本実務基準は、年金数理人の専門的役割が増すなかにあって、年金数理人の

業務において中立性と公正性が維持されるための基準であり、年金数理人が行

う年金数理業務が社会的信頼を得る基盤となる位置づけにある。 

本実務基準は、実務基準総則と各々の年金数理業務に該当する実務基準によ

り構成される。 
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 厚生年金基金実務基準総則 

 

１．年金数理人は、受給権の保全及び年金財政の健全性を確保すべく、厚生年金基金（以下、「基

金」という。）の主体的な財政運営に資するように、年金数理業務の遂行にあたり「厚生年金

基金実務基準」を基本とし責任を持って職務を行うとともに、基金財政に関し基金との意思疎

通に努める。 

 

２．年金数理人は、基金の理事及び監事、基金財政に関するコンサルタントなどとともに基金財

政について適正な運営に努める。 

 

３．年金数理人は、年金数理業務を行うにあたり、中立的な立場から最善として採用した方法に

より算定したものであることに責任を持ち、基金への充分な情報提供に努める。 

 

４．年金数理人は、基金財政に関する意見などにつき、中立的な立場から基金への充分な説明に

努め、実施が必要な事項と実施が望ましい事項とを、原則として区別して述べる。 

 

５．基金に意見、助言及び警告などを伝える場合は、原則として文書で提示するものとし、年金

財政上の事実と年金数理人としての意見は区別して述べるとともに、年金財政の方向づけに選

択肢がある場合は、その前提条件を明示する。 

 

６．基金に意見、助言及び警告などを伝えるに際して、社会・経済情勢などの動向について、正

確な情報と的確な見通しを伝えるよう努める。 

 

７．年金数理人は、「厚生年金基金実務基準」の適用の解釈などにおいて、他の年金数理人の業

務に支障をきたさないように配慮する。 

 

８．「厚生年金基金実務基準」は、年金数理業務を行うにあたり標準的な算出方法を定めたもの

であり、この基準に則り算出した結果については、その妥当性が認められる。 

 

９．「厚生年金基金実務基準（第 1号を除く）」は、ここに定められた算出方法のみに限定する

ものではなく、特例的な取扱方法を採用する場合は、基金への決算報告書等に記載するなど、

その旨を明らかにした上で業務を行う。 

 

１０．「厚生年金基金実務基準」に関する照会及び提案などは財政運営実務基準委員会へ提示し、

その内容及び財政運営実務基準委員会での取扱いは他の年金数理人に公開される。 

    「厚生年金基金実務基準」の改訂は、財政運営実務基準委員会での審議及び理事会での承認

を経て実施される。 

 


